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－iii－ 

は じ め に 

相続税法の理論問題は、個別問題、応用問題又は事例問題と様々な出題形式があ

るが、いずれの場合であっても基本となるのは個々の条文である。 

この個々の条文に関し、課税要件、課税対象者etc．といった整理ができていれ

ば、どんな形式で問われても恐れるに足らない。 

本書（令和３年度の改正を考慮したもの）においては、条文にできるだけ忠実な

形で、基本的な個別問題をテーマ別に区分して収録している。 

この一冊を完璧にマスターすれば、理論問題に関しての重要条文はすべて押さえ

たこととなり、楽に合格レベルに達することができる。 

あとは、応用問題対策及び事例問題対策として、理論ドクターで組み合わせの学

習をし、磨きをかけるだけである。 

本書を利用することにより、一人でも多くの受験生が合格の栄冠を勝ち取られん

ことを願ってやまない。 

（本書は令和３年７月までに判明している、令和４年４月１日の施行法令に準拠し

ている。） 

ＴＡＣ税理士講座 

  

  凡       例 

 

法  ··············  相続税法 

法附則  ··········  相続税法附則 

令  ··············  相続税法施行令 

令附則  ··········  相続税法施行令附則 

措法  ············  租税特別措置法 

措令  ············  租税特別措置法施行令 

措規  ············  租税特別措置法施行規則 

国通法  ··········  国税通則法 

 

引   用   例 

 

法３①二  ········  相続税法第３条第１項第二号 
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－iv－ 

本書を使用する際の注意点 

１ テーマについて 

法体系の確認がしやすいように、各理論問題については、テーマごとに分

けて収録し、各テーマをページの上部に表示してあります。 

また、各理論問題は、各テーマに属する枝番号（1－1等）で表示してあり

ます。 

法令の体系的な学習（応用理論対策等）に役立ててください。 

２ ランクについて 

各理論問題について、その科目を学習する上での重要度（ランク）を、理

論問題のタイトルの横に表示してあります。 

理論学習をする際の指針としてください。 

ランクＡ …… 学習をするにあたって非常に重要度の高い理論問題 

ランクＢ …… 学習をするにあたって比較的重要度の高い理論問題 

ランクＣ …… 学習をするにあたって比較的重要度の低い理論問題 

３ 重要度について 

各理論問題の中の各項目について、その理論問題の中での重要度を、項目

のタイトルの横に表示してあります。 

理論学習をする際の指針としてください。 

◎ …… その理論問題の中で非常に重要度の高い項目 

○ …… その理論問題の中で比較的重要度の高い項目 

△ …… その理論問題の中で比較的重要度の低い項目 

４ カッコ書きについて 

本文中のカッコ書きについては、本文との区別がしやすいように文字の大

きさを小さくして収録してあります。 

まずはカッコ書きを除いて文章を確認し、その後、カッコ書きを付け足す

形で確認をすると学習しやすくなりますので、参考にしてください。 

５ 条文番号について 

各理論問題の中の各項目について、参照して頂く条文番号を表示してあり

ますが、条文番号については暗記（解答）する必要はありません。 
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出版（理論マスタ）相続-11／テーマ１ 

（出力日時）21/7/21 15時47分 （枚数）12 

－2－ 

   1－1 相続税又は贈与税の納税義務者 
及び課税財産の範囲 

  

   １．相続税の納税義務者 重要度◎ 

次の者は、相続税を納める義務がある。 

⑴ 居住無制限納税義務者（法１の３①一） 

    相続又は遺贈により財産を取得した次の者で、その財産を取得した時にお

いて法施行地に住所を有するもの 

① 一時居住者でない個人 

②  一時居住者である個人（被相続人が外国人被相続人又は非居住被相続人であ

る場合を除く。） 

⑵ 非居住無制限納税義務者（法１の３①二） 

     相続又は遺贈により財産を取得した次の者で、その財産を取得した時にお

いて法施行地に住所を有しないもの 

① 日本国籍を有する個人で次のもの 

     イ 相続の開始前10年以内のいずれかの時において法施行地に住所を有し

ていたことがあるもの 

ロ 相続の開始前10年以内のいずれの時においても法施行地に住所を有し

ていたことがないもの（被相続人が外国人被相続人又は非居住被相続人であ

る場合を除く。） 

② 日本国籍を有しない個人（被相続人が外国人被相続人又は非居住被相続人で

ある場合を除く。） 

⑶ 居住制限納税義務者（法１の３①三） 

    相続又は遺贈により法施行地にある財産を取得した個人でその財産を取得

した時において法施行地に住所を有するもの（⑴の者を除く。） 

⑷ 非居住制限納税義務者（法１の３①四） 

    相続又は遺贈により法施行地にある財産を取得した個人でその財産を取得

した時において法施行地に住所を有しないもの（⑵の者を除く。） 

⑸ 特定納税義務者（法１の３①五） 

    贈与により相続時精算課税適用財産を取得した個人(⑴から⑷の者を除く。) 

テーマ|1| 納税義務者 ランクＡ 
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   ２．相続税の課税財産の範囲 重要度○ 

⑴ 無制限納税義務者（法２①） 

相続又は遺贈により取得した財産の全部に対し、相続税を課する。 

⑵ 制限納税義務者（法２②） 

相続又は遺贈により取得した財産で法施行地にあるものに対し、相続税を

課する。 

   ３．贈与税の納税義務者 重要度◎ 

次の者は、贈与税を納める義務がある。 

⑴ 居住無制限納税義務者（法１の４①一） 

    贈与により財産を取得した次の者で、その財産を取得した時において法施

行地に住所を有するもの 

① 一時居住者でない個人 

②  一時居住者である個人（贈与者が外国人贈与者又は非居住贈与者である場合

を除く。） 

⑵ 非居住無制限納税義務者（法１の４①二） 

     贈与により財産を取得した次の者で、その財産を取得した時において法施

行地に住所を有しないもの 

① 日本国籍を有する個人で次のもの 

     イ 贈与前10年以内のいずれかの時において法施行地に住所を有していた 

ことがあるもの 

ロ 贈与前10年以内のいずれの時においても法施行地に住所を有していた 

ことがないもの（贈与者が外国人贈与者又は非居住贈与者である場合を除

く。） 

   ② 日本国籍を有しない個人（贈与者が外国人贈与者又は非居住贈与者である場

合を除く。） 

⑶ 居住制限納税義務者（法１の４①三） 

    贈与により法施行地にある財産を取得した個人でその財産を取得した時に

おいて法施行地に住所を有するもの（⑴の者を除く。） 

⑷ 非居住制限納税義務者（法１の４①四） 

    贈与により法施行地にある財産を取得した個人でその財産を取得した時に

おいて法施行地に住所を有しないもの（⑵の者を除く。） 
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   ２．相続税の課税財産の範囲 重要度○ 

⑴ 無制限納税義務者（法２①） 

相続又は遺贈により取得した財産の全部に対し、相続税を課する。 

⑵ 制限納税義務者（法２②） 

相続又は遺贈により取得した財産で法施行地にあるものに対し、相続税を

課する。 

   ３．贈与税の納税義務者 重要度◎ 

次の者は、贈与税を納める義務がある。 

⑴ 居住無制限納税義務者（法１の４①一） 

    贈与により財産を取得した次の者で、その財産を取得した時において法施

行地に住所を有するもの 

① 一時居住者でない個人 

②  一時居住者である個人（贈与者が外国人贈与者又は非居住贈与者である場合

を除く。） 

⑵ 非居住無制限納税義務者（法１の４①二） 

     贈与により財産を取得した次の者で、その財産を取得した時において法施

行地に住所を有しないもの 

① 日本国籍を有する個人で次のもの 

     イ 贈与前10年以内のいずれかの時において法施行地に住所を有していた 

ことがあるもの 

ロ 贈与前10年以内のいずれの時においても法施行地に住所を有していた 

ことがないもの（贈与者が外国人贈与者又は非居住贈与者である場合を除

く。） 

   ② 日本国籍を有しない個人（贈与者が外国人贈与者又は非居住贈与者である場

合を除く。） 

⑶ 居住制限納税義務者（法１の４①三） 

    贈与により法施行地にある財産を取得した個人でその財産を取得した時に

おいて法施行地に住所を有するもの（⑴の者を除く。） 

⑷ 非居住制限納税義務者（法１の４①四） 

    贈与により法施行地にある財産を取得した個人でその財産を取得した時に

おいて法施行地に住所を有しないもの（⑵の者を除く。） 
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   ４．贈与税の課税財産の範囲 重要度○ 

⑴ 無制限納税義務者（法２の２①） 

贈与により取得した財産の全部に対し、贈与税を課する。 

⑵ 制限納税義務者（法２の２②） 

贈与により取得した財産で法施行地にあるものに対し、贈与税を課する。 

   ５．国外転出時の特例に伴う相続税の納税義務者の取扱い（法１の３②） 重要度△ 

⑴ 所得税法に規定する国外転出時課税等の特例に係る納税猶予の適用を受け

る個人が死亡した場合には、その個人の死亡に係る１⑴②又は⑵①ロもしく

は②の適用については、その個人は、相続開始前10年以内のいずれかの時に

おいて法施行地に住所を有していたものとみなす。 

⑵ 所得税法に規定する国外転出時課税等の特例に係る納税猶予の適用を受け
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は、その受贈者の死亡に係る１⑴②又は⑵①ロもしくは②の適用については、

その受贈者は、相続開始前10年以内のいずれかの時において法施行地に住所

を有していたものとみなす。 

ただし、その受贈者がその納税猶予に係る贈与前10年以内のいずれの時に

おいても法施行地に住所を有していたことがない場合には、この限りでない。 

⑶ 所得税法に規定する国外転出時課税等の特例に係る納税猶予の適用を受け

る相続人（包括受遺者を含む。以下同じ。）が死亡（以下⑶において「二次相続」と

いう。）した場合には、その二次相続に係る１⑴②又は⑵①ロもしくは②の適

用については、その相続人は、その二次相続開始前10年以内のいずれかの時

において法施行地に住所を有していたものとみなす。 

ただし、その相続人がその納税猶予に係る相続開始前10年以内のいずれの

時においても法施行地に住所を有していたことがない場合には、この限りで

ない。 

 

 

 

  

  

出版（理論マスタ）相続-11／テーマ１ 

（出力日時）2021/07/21  15:47 （頁）5／12 

－5－ 
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において法施行地に住所を有していたものとみなす。 

⑵ 所得税法に規定する国外転出時課税等の特例に係る納税猶予の適用に係る

贈与により財産を取得した受贈者が財産の贈与（以下⑵において「二次贈与」
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の適用については、その受贈者は、その二次贈与前10年以内のいずれかの時

において法施行地に住所を有していたものとみなす。 
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   ７．用語の意義 重要度○ 

⑴ 相続税の納税義務者 

   ① 一時居住者（法１の３③一） 

     相続開始の時において在留資格を有する者で、その相続の開始前15年以

内において法施行地に住所を有していた期間の合計が10年以下であるもの

をいう。 

   ② 外国人被相続人（法１の３③二） 

     相続開始の時において、在留資格を有し、かつ、法施行地に住所を有し

ていた被相続人をいう。 

   ③ 非居住被相続人（法１の３③三） 

     相続開始の時において法施行地に住所を有していなかった被相続人で、

その相続の開始前10年以内のいずれかの時において法施行地に住所を有し

ていたことがあるもののうちそのいずれの時においても日本国籍を有して

いなかったもの又はその相続の開始前10年以内のいずれの時においても法

施行地に住所を有していたことがないものをいう。 

⑵ 贈与税の納税義務者 

   ① 一時居住者（法１の４③一） 

     贈与の時において在留資格を有する者で、その贈与前15年以内において

法施行地に住所を有していた期間の合計が10年以下であるものをいう。 

   ② 外国人贈与者（法１の４③二） 

     贈与の時において、在留資格を有し、かつ、法施行地に住所を有してい

た贈与者をいう。 

   ③ 非居住贈与者（法１の４③三） 

     贈与の時において法施行地に住所を有していなかった贈与者で、その贈

与前10年以内のいずれかの時において法施行地に住所を有していたことが

あるもののうちそのいずれの時においても日本国籍を有していなかったも

の又はその贈与前10年以内のいずれの時においても法施行地に住所を有し

ていたことがないものをいう。 
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   1－2 人格のない社団等及び持分の定めのない 
法人に対する課税 

  

   １．人格のない社団等に対する課税（法66①） 重要度◎ 

人格のない社団等に対し財産の贈与又は遺贈があった場合においては、その社

団等を個人とみなして、これに贈与税又は相続税を課する。 

   ２．持分の定めのない法人に対する課税（法66④） 重要度◎ 

持分の定めのない法人に対し財産の贈与又は遺贈があった場合において、その

贈与又は遺贈によりその贈与又は遺贈をした者の親族その他これらの者と特別の

関係がある者の相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められ

るときは、その法人を個人とみなして、これに贈与税又は相続税を課する。 

   ３．贈与税額又は相続税額の計算 重要度○ 

⑴ 贈与税額の計算方法（法66①④） 

１又は２の場合においては、贈与により取得した財産について、贈与者の

異なるごとに、その贈与者の各一人のみから財産を取得したものとみなして

算出した場合の贈与税額の合計額をもって１の社団等又は２の法人の納付す

べき贈与税額とする。 

⑵ 法人税等相当額の控除（法66⑤） 

１の社団等又は２の法人に課される贈与税又は相続税の額については、１

の社団等又は２の法人に課されるべき法人税等の額に相当する額を控除する。 

   ４．住所の判定（法66③④） 重要度△ 

１から３の場合において、相続税又は贈与税の納税義務者の規定の適用につい

ては、１の社団等又は２の法人の住所は、主たる営業所又は事務所の所在地にあ

るものとみなす。 
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   1－3 特定一般社団法人等に対する課税 
  

   １．特定一般社団法人等に対する課税（法66の２①） 重要度◎ 

一般社団法人等の理事である者（理事でなくなった日から５年を経過していない者を

含む。）が死亡した場合において、その一般社団法人等が特定一般社団法人等に該

当するときは、その特定一般社団法人等はその死亡した者（以下「被相続人」とい

う。）の相続開始の時におけるその特定一般社団法人等の純資産額をその時におけ

る同族理事の数に１を加えた数で除して計算した金額をその被相続人から遺贈に

より取得したものと、その特定一般社団法人等は個人とそれぞれみなして、相続

税を課する。 

   ２．相続税額の計算（法66の２③⑤） 重要度△ 

⑴ １の規定により特定一般社団法人等に相続税が課税される場合には、持分

の定めのない法人に対する課税の規定により課された贈与税及び相続税の税

額を控除する。 

⑵ １の規定の適用がある場合において、特定一般社団法人等が被相続人に係

る相続の開始前３年以内にその被相続人から贈与により取得した財産の価額

については、生前贈与加算の規定は、適用しない。 

   ３．住所の判定（法66の２④） 重要度△ 

１の場合において、相続税の納税義務者の規定の適用については、１の特定一般

社団法人等の住所は、主たる事務所の所在地にあるものとする。 
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   ４．用語の意義 重要度△ 

⑴ 一般社団法人等（法66の２②一） 

一般社団法人又は一般財団法人（相続開始の時において公益社団法人又は公益

財団法人、非営利型法人その他の一定の一般社団法人又は一般財団法人を除く。）を

いう。 

  ⑵ 同族理事（法66の２②二） 

一般社団法人等の理事のうち、被相続人又はその配偶者、三親等内の親族

その他のその被相続人と特殊の関係のある者をいう。 

  ⑶ 特定一般社団法人等（法66の２②三） 

一般社団法人等であって次の要件のいずれかを満たすものをいう。 

   ① 相続開始の直前における被相続人に係る同族理事の数の理事の総数のう

ちに占める割合が２分の１を超えること。 

   ② 相続の開始前５年以内において被相続人に係る同族理事の数の理事の総

数のうちに占める割合が２分の１を超える期間の合計が３年以上であるこ

と。 
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出版（理論マスタ）相続-11／テーマ１ 

（出力日時）21/7/21 15時47分 （枚数）12 

－10－ 

   1－3 特定一般社団法人等に対する課税 
  

   １．特定一般社団法人等に対する課税（法66の２①） 重要度◎ 

一般社団法人等の理事である者（理事でなくなった日から５年を経過していない者を

含む。）が死亡した場合において、その一般社団法人等が特定一般社団法人等に該

当するときは、その特定一般社団法人等はその死亡した者（以下「被相続人」とい

う。）の相続開始の時におけるその特定一般社団法人等の純資産額をその時におけ

る同族理事の数に１を加えた数で除して計算した金額をその被相続人から遺贈に

より取得したものと、その特定一般社団法人等は個人とそれぞれみなして、相続

税を課する。 

   ２．相続税額の計算（法66の２③⑤） 重要度△ 

⑴ １の規定により特定一般社団法人等に相続税が課税される場合には、持分

の定めのない法人に対する課税の規定により課された贈与税及び相続税の税

額を控除する。 

⑵ １の規定の適用がある場合において、特定一般社団法人等が被相続人に係

る相続の開始前３年以内にその被相続人から贈与により取得した財産の価額

については、生前贈与加算の規定は、適用しない。 

   ３．住所の判定（法66の２④） 重要度△ 

１の場合において、相続税の納税義務者の規定の適用については、１の特定一般

社団法人等の住所は、主たる事務所の所在地にあるものとする。 

テーマ|1| 納税義務者 ランクＢ 

  

  

出版（理論マスタ）相続-11／テーマ１ 

（出力日時）2021/07/21  15:47 （頁）11／12 

－11－ 

   ４．用語の意義 重要度△ 

⑴ 一般社団法人等（法66の２②一） 

一般社団法人又は一般財団法人（相続開始の時において公益社団法人又は公益

財団法人、非営利型法人その他の一定の一般社団法人又は一般財団法人を除く。）を

いう。 

  ⑵ 同族理事（法66の２②二） 

一般社団法人等の理事のうち、被相続人又はその配偶者、三親等内の親族

その他のその被相続人と特殊の関係のある者をいう。 

  ⑶ 特定一般社団法人等（法66の２②三） 

一般社団法人等であって次の要件のいずれかを満たすものをいう。 

   ① 相続開始の直前における被相続人に係る同族理事の数の理事の総数のう

ちに占める割合が２分の１を超えること。 

   ② 相続の開始前５年以内において被相続人に係る同族理事の数の理事の総

数のうちに占める割合が２分の１を超える期間の合計が３年以上であるこ

と。 
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